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令和３年度南あわじ市公営企業会計決算審査意見書 

 

第１ 審査の概要 

 １ 審査の根拠等 

   この審査は、地方公営企業法（昭和 27 年法律第 292 号）、南あわじ市監査基準に

準拠して実施した。 

 

 ２ 審査の種類 

   公営企業会計決算審査 

 

 ３ 審査の対象 

   令和３年度下水道事業会計決算 

 

 ４ 審査の着眼点 

   審査は、主として次に掲げる点に着目して実施した。 

  ⑴ 形式審査 

   ア 法令に定められた全ての決算書類が、定められた様式に則り作成されている

か。 

   イ 決算計数は、証書類の計数と一致しているか。 

   ウ 決算書類相互の関連計数は、一致しているか。 

  ⑵ 内容審査 

   ア 企業の経済性を発揮するとともに公共の福祉を増進するように運営されてい

るか。 

   イ 事業は、計画的に執行されているか。 

   ウ 事業は、関係法令等に基づいて適正に執行されているか。 

   エ 予算は、効率的かつ計画的に執行されているか。 

   オ 予算は、法令及び会計規程を遵守して執行されているか。 

   カ 業務の改善と効率化を図り、経営の合理化に努力しているか。 
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 ５ 審査の実施内容 

  ⑴ 審査の期間等 

   ア 期間  令和４年５月 31 日から同年８月 17 日まで 

         関係職員の説明を聴取した日 令和４年６月 24 日 

   イ 場所  南あわじ市役所 監査委員事務局執務室及び 304・305 会議室 

  ⑵ 審査の実施内容 

    この決算審査に当たっては、市長から提出された決算書類が、各事業の経営成

績及び財政状態を適正に表示しているかどうかを検証するため、会計帳簿・証拠

書類との照合等通常実施すべき審査手続きを実施したほか、必要と認めるその他

の審査手続きを実施した。次いで、各事業の経営内容を把握するため、計数の分

析を行い、経済性の発揮及び公共性の確保を主眼として考察した。 

 

第２ 審査の結果 

   審査に付された決算その他関係書類は、第１に記載した事項のとおり審査した限

りにおいて、いずれも関係法令に準拠して作成されており、決算計数もそれぞれの

関係諸帳簿及び証書類を照合した結果、正確であり、経営成績及び財政状態をおお

むね適正に表示しているものと認められる。 

   なお、審査の詳細及び留意改善事項について記述し、審査の意見とする。 

 

   [注] 

１ 文中に用いる金額は、原則として千円単位で表示し、単位未満は四捨五入した。 

      したがって、総数と各内訳の合計とは一致しない場合がある。 

２ 文中に用いる比率は、単位以下小数点第１位未満を四捨五入した。 

３ 各表及びグラフ中の金額は、表示単位未満を四捨五入し、比率は単位以下小数点 

第１位未満を四捨五入した。 

      したがって、総数と各内訳の合計とは一致しない場合がある。 

    ４ 各表「0.0％」とは、値が 0.1％未満のものをいう。 
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１ 業務実績 

令和３年度の下水道事業は、生活環境の改善と公共用水域の水質保全に寄与するこ

とを目的とし、平成 28 年度に策定した『南あわじ市下水道事業経営戦略』に基づき、

「下水道事業運営の向上」と「投資の平準化と予防保全型の維持管理推進」の２つを

経営の基本方針として事業運営を行った。 

主な事業として、公共下水道事業では、市・榎列処理区、八木・榎列処理区及び松

帆・湊処理区における管渠布設工事、松帆・湊浄化センター汚泥脱水設備工事を実施

した。その結果、管路布設延長は3.1㎞増の532.9km、処理区域は12.7ha増の1,540.4ha

となっている。 

また、老朽化対策として予防保全型の施設管理を目指すストックマネジメントに基

づく長寿命化対策実施設計業務等の事業を実施した。 

一方、農業集落排水事業では倭文掃守農業集落排水施設機能強化工事を、漁業集落

排水事業では阿那賀漁業集落排水施設機能保全積算業務の委託等の長寿命化対策事業

を実施した。 

下水道事業の概要については、別表①-1 のとおりであるが、処理区域内人口が前年

度 38,064 人から 37,516 人となり、548 人減少している。 

普及率は、年度計画を2.1ポイント下回り、前年度に比べ0.2ポイント上昇の82.5％

となった。 

接続件数は、年度計画を７件下回り、前年度に比べ 225 件増の 10,471 件となった。

新規接続件数は、年度計画を７件下回り、前年度に比べ２件減の 225 件となった。 

汚水処理件数は、年度計画を 83 件上回り、前年度に比べ 271 件増の 10,940 件とな

った。年間有収水量は、年度計画を 25,020 ㎥下回り、前年度に比べ 13,420 ㎥増の

2,580,074 ㎥となった。 

 

２ 経営状況 

⑴ 経営成績について 

  ア 経営収支について 

    当年度の経営収支は、総収益が 22 億 2,740 万 7 千円で、これに対する総費用が
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22 億 5,332 万 1 千円となっており、差引 2,591 万 4 千円の純損失が生じている。 

    総収益は、前年度に比べ 1 億 4,632 万 3 千円減少しており、これは主に営業収

益の下水道使用料が 262 万 9 千円増加したものの、営業外収益の他会計補助金が

7,313万 9千円、長期前受金戻入が7,239万 4千円それぞれ減少したものである。 

    総費用は、前年度に比べ 2 億 1,746 万 5 千円減少しており、これは主に営業費

用の処理場費が 4,168 万 3 千円、総係費が 1,067 万 9 千円増加したものの、営業

費用の減価償却費が 1億 5,006 万 5 千円、資産減耗費が 6,988 万 1 千円、特別損

失が 3,423 万 8 千円、営業外費用の支払利息及び企業債取扱諸費が 2,292 万 2 千

円それぞれ減少したものである。 

    営業損益は、営業収益が 4 億 77 万 6 千円で、これに対する営業費用が 18 億

3,722 万 1 千円となっており、差引 14 億 3,644 万 5 千円の損失となっている。前

年度に比べ損失幅が 1億 6,660 万 1 千円縮小している。 

    なお、事業の収益率をみると、総収益の総費用に対する比率を示す総収支比率

は 98.8％で、前年度に比べ 2.7 ポイント上昇している。また、営業収益の営業費

用に対する比率を示す営業収支比率は 21.8％で、前年度に比べ 1.9 ポイント上昇

している。 

    経営収支の状況を表した比較損益計算書は、別表①-2 のとおりである。 

イ 収益、費用の構成比率について 

    収益、費用の主なものをみると、収益では他会計補助金 12 億 5,683 万 8 千円、

長期前受金戻入 5 億 6,907 万 4 千円及び下水道使用料 3 億 9,983 万 9 千円で、前

年度に比べ他会計補助金は 7,313 万 9 千円、長期前受金戻入は 7,239 万 4 千円そ

れぞれ減少、下水道使用料は 262 万 9 千円増加している。費用では減価償却費 13

億 5,813 万 8 千円、支払利息及び企業債取扱諸費 4 億 391 万 2 千円並びに処理場

費 3 億 5,917 万 3 千円で、前年度に比べ減価償却費は 1 億 5,006 万 5 千円、支払

利息及び企業債取扱諸費は 2,292 万 2 千円それぞれ減少、処理場費は 4,168 万 3

千円増加している。 

    当年度の総収益・総費用の構成比率は、次のグラフのとおりである。 
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令和３年度 総収益・総費用の構成比率 

（単位：千円） 

        営業収益           営業外収益 

       400,776(18.0%)        1,826,631(82.0%) 

 

 

 

                      

 

 

 

 

                  営業費用           営業外費用 

                1,837,221(81.5%)        410,382(18.2%) 

 

 

 

 

         

 

 

 

 

ウ 経営指標について 

  料金水準等のあり方を含め、経営の状況や見通しについて住民や議会の理解を

深めていくため、地方公営企業法施行規則の規定が改正され、当年度分事業報告

書から経営の実態を端的に示す経営指標に関する事項の記載が義務付けられた。 

令和元年度から当年度までの経営指標は次のとおりとなっている。 

 

指  標  名 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

経 常 収 支 比 率 (％) － 97.0 97.7 99.1 

経 費 回 収 率 (％) － 46.4 46.4 49.4 

有形固定資産減価償却率 (％) － 33.9 35.8 37.6 

管 渠 老 朽 化 率 (％) － 0.0 0.0 0.0 

    （注）経常収支比率（％）＝経常収益÷経常費用×100 

下水道使用料 

399,839(18.0%) 

減価償却費 

1,358,138(60.3%) 

他会計補助金 

1,256,838(56.4%) 

支払利息及び企業債取扱諸費 

403,912（17.9%) 

処理場費 

359,173（15.9%) 

雑支出 6,470(0.3%) 

特別損失 5,717(0.3%) 

管渠費 13,288(0.6%) マンホールポンプ費 37,268(1.7%) 

業務費 22,741(1.0%) 総係費 41,673(1.8%) 

総収益 

2,227,407 

長期前受金戻入 

569,074(25.5%) 

総費用 

2,253,321 

資産減耗費 4,940(0.2%) 

その他営業収益

937（0.0％） 
雑収益 

274(0.0%) 

純損失 
25,914 

国庫補助金 

444(0.0%) 

－5－



 

       経 費回収率（％）＝下水道使用料÷汚水処理費（公費負担分を除く）×100 

有形固定資産減価償却率（％）＝有形固定資産減価償却累計額÷有形固定資産のうち償却対象資産の帳簿原価×100 

管渠老朽化率（％）＝法定耐用年数を経過した管渠延長÷下水道布設延長×100 

     ※ 当年度からの指標により、直近３年度分とする 

 

経営の健全性を示す経常収支比率は当年度 99.1％で、公共下水道事業に係る供

用開始区域の拡大による新規接続の増加に伴う使用料収入の増並びに減価償却

費及び支払利息の減により、前年度（97.7％）に比べ 1.4 ポイント改善している。 

料金水準の妥当性を示す経費回収率は当年度 49.4％で、使用料収入の着実な増

加と経費削減効果などにより、前年度（46.4％）に比べ 3.0 ポイント改善してい

る。 

償却対象資産の減価償却の状況を示す有形固定資産減価償却率は当年度

37.6％で、前年度（35.8％）に比べ 1.8.ポイント上昇している。一方、管渠につ

いては平成３年度からの建設事業開始であるため、法定耐用年数を超えた管渠延

長の割合を示す管渠老朽化率は 0.0％となっている。 

    このような経営成績の推移をさらに分析すると次のようになる。 

  ① 施設の利用状況について 

    下水道事業の施設処理能力は、平成 30 年度 19,529.0 ㎥/日、令和元年度及び令

和２年度 19,413.0 ㎥/日、令和３年度 19,224.0 ㎥/日となっている。これに対す

る 1 日平均処理水量は、平成 30 年度 7,471.1 ㎥/日、令和元年度 7,590.5 ㎥/日、

令和２年度 7,672.7 ㎥/日、令和３年度 7,677.9 ㎥/日となっており、この結果、

施設の利用状況の良否を総合的に示す施設利用率（平均処理水量／施設処理能力

×100）は、平成 30 年度 38.3％、令和元年度 39.1％、令和２年度 39.5％、令和

３年度 39.9％と上昇している。これは、接続件数の増に伴う処理水量の増加及び

施設の統廃合により施設処理能力が縮小していることが要因であり、事業の効率

化が進んでいるといえる。 

    また、施設利用率は、負荷率（平均処理水量／最大処理水量×100）と最大稼働

率（最大処理水量／施設処理能力×100）に分解することができ、どちらも比率の
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値が高いほど施設利用の効率が良いとされる。本事業におけるこれらの比率を算

出すると、負荷率は、平成30年度97.5％、令和元年度96.5％、令和２年度97.0％、

令和３年度 95.2％と近年高い数値で推移している。また、最大稼働率については、

平成 30 年度 39.2％、令和元年度 40.5％、令和２年度 40.7％、令和３年度 42.0％

となっており、令和３年度は前年度に比べて 1.3 ポイント上昇しており、これら

の比率も事業の効率化が進んでいることを裏付けるものである。 

 

比  率  名 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

施 設 利 用 率 (％) 38.3 39.1 39.5 39.9 

負  荷  率 (％) 97.5 96.5 97.0 95.2 

最 大 稼 働 率 (％) 39.2 40.5 40.7 42.0 

    （注）施設利用率（％）＝平均処理水量÷施設処理能力×100 

       負 荷 率（％）＝平均処理水量÷最大処理水量×100 

最大稼働率（％）＝最大処理水量÷施設処理能力×100 

 

  ② 人件費と労働生産性について 

下水道事業の人件費全体は、当年度 9,277 万 3 千円で、前年度に比べると 380

万 6 千円増加している。関連して損益勘定の人件費 5,950 万 1 千円が総費用 22 億

5,332 万 1 千円に占める割合は当年度 2.6％で、前年度は 2.3％となっている。 

    下水道事業における人件費及び職員等は、別表①-４のとおりである。 

    なお、損益勘定の平均人件費、労働生産性、労働分配率の関係をみると次表の

とおりである。 

 

区  分 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

平均人件費（千円） 7,423 7,904 8,031 7,438 

労働生産性（千円） 43,964 49,966 56,888 50,097 

労働分配率 （％） 16.9 15.8 14.1 14.8 

    （注）平均人件費（千円）＝損益勘定人件費÷損益勘定職員数 
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       労働生産性（千円）＝営業収益÷損益勘定職員数 

労働分配率 （％） ＝損益勘定人件費÷営業収益×100 

  

    以上から、下水道事業の人件費についてみると、職員数の面では、損益勘定に

おいて１人増加している。 

    労働生産性は、職員１人当たりの営業収益であり、この数値が高いことは、少

人数で大きな営業収益を上げていることを意味し、好ましい状態といえる。当年

度は１名増のため、前年度に比べ 6，791 千円減少しているが、近年、営業収益の

増加傾向と職員数の減少が要因となり、数値は上昇傾向にある。 

    労働分配率は、営業収益に対する職員の人件費の割合を示す指標で、この数値

が低いほど少ない職員給与費で営業収益を上げていることを示し、好ましい状態

といえる。平成 30 年度以後は、営業収益の増加傾向と職員給与費の減少により

年々低下していたが、今年度は前年度に比べ 0.7 ポイント上昇している。一方で、

この指標は営業収益のうちどれだけ人件費に分配されているかを示す指標でも

あるので、一般的には適正な水準を保つことが良いとされる。 

  ③ 支払利息について 

    支払利息は、次表のとおり、平成 30 年度 4 億 7,354 万 5 千円、令和元年度 4 億

5,126 万円、令和２年度 4 億 2,683 万 4 千円、令和３年度 4 億 391 万 2 千円と年々

減少している。 

支払利息の元利償還金合計額に占める割合は、平成 30 年度 25.0％、令和元年

度 23.7％、令和２年度 21.8％、令和３年度 20.7％となっており、前年度と比較

して 1.1 ポイント低下している。支払利息と企業債償還金を比較してみると、支

払利息は、前年度と比較して 2,292 万 2 千円減少しているが、企業債償還金は、

前年度と比較して 1,654 万 2 千円増加している。これは、企業債の元利均等返済

による償還が進んだことにより、支払利息の負担が軽減されているものの、それ

以上に企業債償還金の負担が増大していることを表している。 

支払利息の総費用に占める割合は、平成 30 年度 18.9％、令和元年度 18.2％、

令和２年度 17.3％、令和３年度 17.9％となっており、前年度と比較して 0.6 ポイ
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ント上昇している。 

    また、支払利息の下水道使用料に占める割合は、平成 30 年度 119.8％、令和元

年度 113.4％、令和２年度 107.5％、令和３年度 101.0％と年々低下しているもの

の、未だ 100％を超過しており、支払利息よりも下水道使用料収入の方が少ない

状態が続いている。 

 

区     分 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

支 払 利 息 （千円） 473,545 451,260 426,834 403,912 

企 業 債 償 還 金 （千円）1,420,662 1,453,312 1,531,583 1,548,125 

元 利 償 還 金 合 計 額 （千円）1,894,207 1,904,572 1,958,417 1,952,037 

支払利息対元利償還金比率 （％） 25.0 23.7 21.8 20.7 

支 払 利 息 対 総 費 用 比 率 （％） 18.9 18.2 17.3 17.9 

支払利息対下水道使用料比率 （％） 119.8 113.4 107.5 101.0 

    （注）支払利息対元利償還金比率（％）＝支払利息÷元利償還金合計額×100 

       支 払 利 息 対 総 費 用 比 率（％）＝支払利息÷総費用×100 

       支払利息対下水道使用料比率（％）＝支払利息÷下水道使用料×100 

 

⑵ 財政状態について 

  ア 資産及び負債、資本の状況について 

   当年度の総資産額は、412 億 6,369 万 2 千円で、前年度に比べ 8 億 1,547 万 1

千円（1.9％）減少している。 

   固定資産は 408 億 8,396 万 7 千円で、前年度に比べ 4 億 8,723 万 7 千円減少し

ている。これは主に、当年度増加した固定資産 16 億 9,664 万 7 千円を増額した

一方、当年度建設仮勘定からの振替分 8 億 2,080 万 7 千円を減額したもの、当年

度減価償却費 13 億 5,813 万 8 千円を減価償却累計額へ計上し減額したものであ

る。 

   流動資産は 3 億 7,972 万 5 千円で、前年度に比べ 3 億 2,823 万 4 千円減少して

いる。これは現金預金が 2 億 8,060 万 9 千円、未収金が 4,762 万 5 千円それぞれ
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減少したものである。 

   負債及び資本の部では、負債総額は 409 億 6,067 万 8 千円で、前年度に比べ 7

億 8,955 万 7 千円（1.9％）減少している。 

   固定負債は 236 億 2,101 万 8 千円で、前年度に比べ 5 億 2,948 万 8 千円減少し

ているが、これは企業債未償還残高が減少しているためである。なお、下水道事

業債の元金償還期間と減価償却期間との差によって構造的に生じる資金不足を

補う資本費平準化債を引き続き活用しており、当年度の発行額は、5 億 9,700 万

円である。 

    流動負債は 18 億 1,551 万 7 千円で、前年度に比べ 2 億 4,279 万 1 千円減少し

ている。これは主に、翌年度償還予定の企業債が 8,816 万 3 千円増加しているも

のの、未払金が 3 億 3,091 万 9 千円減少したことによるものである。なお、翌年

度償還予定の企業債には、前出の資本費平準化債に係る償還分 2,517 万 6 千円が

含まれている。 

    繰延収益は 155 億 2,414 万 3 千円で、前年度に比べ 1,727 万 8 千円減少してい

る。 

    資本総額は、3 億 301 万 4 千円で前年度に比べ 2,591 万 4 千円（7.9％）減少し

ているが、これは当年度純損失 2,591 万 4 千円が未処理欠損金に加算されたもの

である。 

    貸借対照表の概要は、次のようになる。 
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貸借対照表の概要 

（単位：円） 

資 産 科 目 金 額 負債・資本科目 金 額 

固 定 資 産 40,883,966,940 固定負債-企業債 23,621,018,203 

流動資産-現金預金 299,497,731 流動負債-企業債 1,636,288,287 

流動資産-未収金  80,227,516 流動負債-未払金 171,614,786 

  

流動負債-引当金 7,613,639 

繰 延 収 益 15,524,143,335 

資本金（固定資産財源） 1,845,283,797 

資本金（正味運転資本） 200,496,822 

資 本 剰 余 金 61,837,631 

未 処 理 欠 損 金 △1,804,604,313 

資 産 合 計 41,263,692,187 負 債 ・ 資 本 合 計 41,263,692,187 

    （注）資本金の内訳については、次のとおり 

       資本金（固定資産財源）＝固定資産-（企業債+繰延収益+資本剰余金+未処理欠損金） 

       資本金（正味運転資本）＝（現金預金+未収金）-（未払金+引当金） 

 

   正味運転資本は、未収金・未払金等を精算した後に現金として利用可能な額が

どれだけあるかを示すものであるが、下水道事業においては減価償却費等からな

る損益勘定留保資金の残額が正味運転資本となっている。損益勘定留保資金は、

本来固定資産の将来的な更新費用の資金として償却年数の経過とともに蓄積さ

れるべきものであるが、下水道事業ではそのほとんどが資本的収支の不足を賄う

ために使用されている。決算書に記載されているように、資本的収入額が資本的

支出額に不足する額 8億 135 万 1千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的

収支調整額（消費税及び地方消費税還付金）3,598 万 2 千円、過年度分損益勘定

留保資金の一部である 1 億 7,536 万 5 千円に加え、当年度損益勘定留保資金の一

部である 5億 9,000 万 4 千円で補填されており、損益勘定留保資金の残額 2億 49

万 7 千円が正味運転資本である。 

   なお、平成 30 年度から令和３年度までの各年度の財政状況を示すと、別表①-
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3 のとおりである。 

  イ 資金運用状況について 

下水道事業の平成 30 年度から令和３年度までの各年度の資本的収支は、別表

①-5 のとおりである。資本的収入 16 億 9,502 万 1 千円の主なものは、企業債 11

億 680 万円（65.3％）、国庫補助金 3 億 6,382 万 6 千円（21.5％）及び他会計補助

金 1 億 7,316 万 2 千円（10.2％）であり、資本的支出 24 億 9,637 万 2 千円の主

なものは、企業債償還金 15 億 4,812 万 5 千円（62.0％）、建設改良費 9 億 4,587

万 8 千円（37.9％）である。 

資金の運用状況についてさらに分析するため、正味運転資本基準の資金運用表

を作成すると次のようになる。 

 

資金運用表 

（単位：円） 

使     途 源     泉 

項  目 金  額 項  目 金  額 

建 物 の 取 得 29,418,567 企 業 債 1,106,800,000 

構 築 物 の 取 得 411,192,620 繰 延 収 益 551,796,442 

機械及び装置の取得 381,178,743 減 価 償 却 費 1,358,138,067 

工具、器具及び備品の取得   2,153,579 固定資産の除却 4,939,617 

建設仮勘定の増加 872,703,368 建設仮勘定の振替 820,806,509 

当 年 度 純 損 失 25,914,183   

引 当 金 繰 入 35,237   

企 業 債 償 還 金 1,548,125,159   

長期前受金戻入 569,074,298   

正味運転資本の増加 2,684,881   

合  計 3,842,480,635 合  計 3,842,480,635 

    （注）別表①-6 資金運用精算表参照 

 

 

 

－12－



 

正味運転資本増減明細表 

（単位：円） 

増     加 減     少 

項  目 金  額 項  目 金  額 

未 払 金 の 減 少 330,918,762 現金・預金の減少 280,609,158 

  未 収 金 の 減 少 47,624,723 

  正味運転資本の増加 2,684,881 

合  計 330,918,762 合  計 330,918,762 

  

資金運用表を見てみると、資金の使途は、企業債償還金 15 億 4,812 万 5 千円、

建設仮勘定の増加 8 億 7,270 万 3 千円、長期前受金戻入 5 億 6,907 万 4 千円など

38 億 3,979 万 6 千円である。これに対する資金の源泉は、減価償却費 13 億 5,813

万 8 千円、企業債 11 億 680 万円、建設仮勘定の振替 8 億 2,080 万 7 千円など 38

億 4,248 万 1 千円であり、その差額 268 万 5 千円が正味運転資本の増加となって

いる。その増加の要因を正味運転資本増減明細表で見てみると、現金・預金及び

未収金の減少に比べて、未払金の減少が大きいためであることが分かる。 

さらに、下水道事業の財務状態の良否を示す財政比率を算出すると次のように

なる。なお、平成 26 年度に行われた新会計基準の適用に伴い、流動負債及び剰余

金の取扱いが変更されたため、流動負債は流動負債企業債を除いた額とし、剰余

金は繰延収益を加算した額としている。 

 

 

 

 

 

 

（注）流 動 比 率（％）＝流動資産÷（流動負債－流動負債企業債）×100 

固定資産長期資本比率（％）＝固定資産÷（資本金＋剰余金＋固定負債＋繰延収益）×100 

自己資本構成比率（％）＝（自己資本金＋剰余金＋繰延収益）÷（負債＋資本）×100 

比  率  名 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

流 動 比 率 (％) 137.0 203.0 138.8 211.9 

固定資産長期資本比率 (％) 103.0 103.3 103.4 103.6 

自己資本構成比率 (％) 37.6 37.9 37.7 38.4 
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    この表から、下水道事業の財務の短期流動性を示す流動比率は、指標の値が少

なくとも 100％以上が求められ、高いほど良いとされるが、当年度は 211.9％であ

り流動負債より流動資産の方が多く、正味運転資金不足には陥っていないといえ

る。しかし、流動負債のうち翌年度に償還すべき企業債元金を差し引いている状

態であることを認識しておく必要がある。 

    固定資産への投資の健全性を示す固定資産長期資本比率は、長期資本を超えて

固定資産を保有している場合（比率が100％を超える場合）には、固定資産の一部

が一時借入金などの流動負債によって調達されていることを示し、好ましくない

状態である。指標の数値は100％以下が望ましいとされるが、当年度は103.6％と

なっている。 

    下水道事業の財務の長期健全性を示す自己資本構成比率について、指標の数値

は 50％以上が望ましいとされるが、当年度は 38.4％であり、負債が多額である状

態を示しているものの、直ちに経営破綻をきたす状態になっているとは認められ

ない。なお、自己資本構成比率がマイナスになった場合は「債務超過」となり、

経営破綻を警戒する必要がある。 

当年度の財政状態は、ほぼ前年度どおりであると認められる。 

 

⑶ 建設改良工事について 

   当年度の建設改良費の決算額は、9 億 4,587 万 8 千円となっている。予算額 18 億

8,712 万 2 千円に対する執行率は 50.1％であるが、地方公営企業法第 26 条の規定

による繰越額が 6 億 513 万円生じたため、不用額は 3億 3,611 万 4 千円となってい

る。この建設改良費の主なものは、市・榎列処理区、八木・榎列処理区及び松帆・

湊処理区の管渠布設工事、松帆・湊浄化センター汚泥脱水設備工事などである。 

 

 ⑷ 企業債について 

   企業債は、近年、借入額が償還額を下回る状態が続いているが、施設の長寿命化

事業の実施、資本費平準化債の発行などに伴って借入額は増加傾向であり、借入額
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と償還額の差は縮小している。年度末残高は 252 億 5,730 万 6 千円で、前年度に比

べ 4 億 4,132 万 5 千円の減少となっている。 

 

企業債の状況 

（単位：円） 

区  分 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

借 入 額 1,305,900,000   931,200,000 1,081,300,000 1,106,800,000 

償 還 額 1,420,661,930 1,453,312,333 1,531,582,732 1,548,125,159 

年度末残高 26,671,026,714 26,148,914,381 25,698,631,649 25,257,306,490 

 

３ むすび 

  下水道事業の業務状況は、引き続き処理区域の拡大に取り組んだ結果、管路布設延

長は 3.1km 延び 532.9km に、処理区域は 12.7ha 拡大し 1,540.4ha に、普及率は 0.2 ポ

イント上昇の 82.5％となった。また、接続件数は 225 件増の 10,471 件となり、年間

有収水量は 13,420 ㎥増の 2,580,074 ㎥となっている。 

  次に財務状況は、事業全体として 2,591 万 4 千円の純損失を計上している。これは、

前年度より 7,114 万 3 千円減少しており、主に営業費用の減価償却費が 1億 5,006 万

5 千円、資産減耗費が 6,998 千 1 千円それぞれ減少したことによる。このうち減価償

却費は、償却期間が満了した機械及び装置などの増加に伴って近年減少傾向にある。

前年度までの繰越欠損金と合わせて当年度未処理欠損金は 18 億 460 万 4 千円となっ

ている。 

  今後の事業経営の見通しとしては、収益面では区域内人口の減少傾向が続くととも

に、節水型機器の普及状況などを考慮すると、有収水量の大幅な増加を期待できる状

況にはない。一方、費用面では、減価償却費及び支払利息が減少傾向にあり、また、

処理区の維持管理費の削減にも取り組まれているところであるが、本市下水道事業の

経営環境は、今後も厳しい状況が続くもの考えられる。 

  このため、今後の事業経営に当たっては、引き続き現状及び課題の的確な把握・分

析を行い、『南あわじ市下水道事業経営戦略』に基づき、処理施設の統廃合などによる

維持管理費の削減やストックマネジメントを踏まえた長寿命化対策による今後の改築
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事業費の削減などによる事業の効率化、積極的な加入推進・促進による接続率の向上

や使用料等の適切な徴収などによる財源確保の安定化の両面から経営基盤の強化に努

められたい。 
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別表①-１

平成30年度 令和元年度 令和２年度
令和３年度
計　　　画

令和３年度

総 人 口 （人） 47,289 46,767 46,260 45,832 45,501

処理区域内人口 （人） 38,363 38,374 38,064 38,758 37,516

普 及 率 （％） 81.1 82.1 82.3 84.6 82.5

水 洗 化 人 口 （人） 26,111 26,424 26,494 26,688 26,343

水 洗 化 率 （％） 68.1 68.9 69.6 68.9 70.2

接 続 件 数 （件） 9,720 10,019 10,246 10,478 10,471

新 規 接 続 件 数 （件） 257 299 227 232 225

汚 水 処 理 件 数 （件） 10,148 10,398 10,669 10,857 10,940

年 間 処 理 水 量 （ｍ³） 2,726,966 2,778,133 2,800,527 2,605,094 2,802,420

年 間 有 収 水 量 （ｍ³） 2,513,380 2,537,351 2,566,654 2,605,094 2,580,074

有 収 率 （％） 92.2 91.3 91.6 100.0 92.1

下水道管布設延長 （㎞） 521.5 523.2 529.8 535.8 532.9

終 末 処 理 場 数 （箇所） 22 20 20 19 20

マンホールポンプ数 （箇所） 433 437 427 442 439

施 設 処 理 能 力 （㎥/日） 19,529.0 19,413.0 19,413.0 19,413.0 19,224.0

平 均 処 理 水 量 （㎥/日） 7,471.1 7,590.5 7,672.7 7,137.2 7,677.9

最 大 処 理 水 量 （㎥/日） 7,661.6 7,867.2 7,908.9 10,705.9 8,067.3

職 員 数 （人） 13 12 11 12 12

区 分

下 水 道 事 業 の 概 要
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9
0
7
,
7
0
0

3
0
,
7
3
5
,
5
8
0

1
6
,
4
9
6
,
4
0
0

4
7
,
2
3
1
,
9
8
0

3
,
0
4
2
,
5
8
0

2
8
1
,
7
0
0

3
,
3
2
4
,
2
8
0

1
1
,
4
2
9
,
0
5
8

6
,
7
8
4
,
2
6
8

1
8
,
2
1
3
,
3
2
6

1
1
,
0
1
1
,
9
5
1

7
,
1
3
9
,
4
9
0

1
8
,
1
5
1
,
4
4
1

△
 
4
1
7
,
1
0
7

3
5
5
,
2
2
2

△
 
6
1
,
8
8
5

1
2
,
1
6
5
,
9
2
2

7
,
0
3
0
,
9
0
5

1
9
,
1
9
6
,
8
2
7

1
2
,
7
1
9
,
2
4
1

7
,
0
5
6
,
2
2
2

1
9
,
7
7
5
,
4
6
3

5
5
3
,
3
1
9

2
5
,
3
1
7

5
7
8
,
6
3
6

4
,
9
3
1
,
0
8
7

2
,
7
1
7
,
7
8
9

7
,
6
4
8
,
8
7
6

5
,
0
3
4
,
2
6
8

2
,
5
7
9
,
3
7
1

7
,
6
1
3
,
6
3
9

1
0
3
,
1
8
1

△
 
1
3
8
,
4
1
8

△
 
3
5
,
2
3
7

5
6
,
2
1
9
,
0
6
7

3
2
,
7
4
7
,
6
6
2

8
8
,
9
6
6
,
7
2
9

5
9
,
5
0
1
,
0
4
0

3
3
,
2
7
1
,
4
8
3

9
2
,
7
7
2
,
5
2
3

3
,
2
8
1
,
9
7
3

5
2
3
,
8
2
1

3
,
8
0
5
,
7
9
4

職
員

数
7

4
1
1

8
4

1
2

1
0

1

平
均

年
齢

4
2
.
7

4
5
.
5

4
3
.
7

4
5
.
6

4
3
.
0

4
4
.
7

2
.
9

△
 
2
.
5

1
.
0

職
員

一
人

当
た

り
人

件
費

8
,
0
3
1
,
2
9
5

8
,
1
8
6
,
9
1
6

8
,
0
8
7
,
8
8
4

7
,
4
3
7
,
6
3
0

8
,
3
1
7
,
8
7
1

7
,
7
3
1
,
0
4
4

△
 
5
9
3
,
6
6
5

1
3
0
,
9
5
5

△
 
3
5
6
,
8
4
1

（
注
）
職
員
数
及
び
平
均
年
齢
は
、
年
度
末
現
在

　
　
　
職
員
数
一
人
当
た
り
人
件
費
は
、
（
給
料
＋
手
当
＋
法
定
福
利
費
等
＋
賞
与
引
当
金
繰
入
額
）
÷
職
員
数

令
和

２
年

度
令

和
３

年
度

増
減

（
単
位
：
円
、
人
、
歳
）

区
　
　
　
分

給
料

手
当

法
定

福
利

費
等

賞
与

引
当

金
繰

入
額

合
計

参 考

給
与

費
明

細
表
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別表①-５

(単位：円）

科 目 平 成 30 年 度 令 和 元 年 度 令 和 ２ 年 度 令 和 ３ 年 度

企 業 債 1,305,900,000 931,200,000 1,081,300,000 1,106,800,000

他 会 計 補 助 金 124,956,441 127,464,168 130,023,162 173,162,000

国 庫 補 助 金 454,084,358 319,775,860 363,463,350 363,825,680

県 補 助 金 36,687,260 11,235,000 34,052,150 11,678,150

分担金及び負担金 37,350,475 38,813,000 29,391,123 39,555,011

固定資産売却代金 0 0 15,410,720 0

資 本 的 収 入 合 計 1,958,978,534 1,428,488,028 1,653,640,505 1,695,020,841

建 設 改 良 費 1,419,753,300 870,408,283 1,019,936,025 945,877,765

固 定 資 産 購 入 費 4,427,760 3,981,224 13,575,068 2,368,936

企 業 債 償 還 金 1,420,661,930 1,453,312,333 1,531,582,732 1,548,125,159

資 本 的 支 出 合 計 2,844,842,990 2,327,701,840 2,565,093,825 2,496,371,860

差引（要補填額） △ 885,864,456 △ 899,213,812 △ 911,453,320 △ 801,351,019

資 本 的 収 支 計 算 表
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別
表
①
-
６

（
単
位
：
円
）

令
和
4
年
3
月
3
1
日

令
和
3
年
4
月
1
日

借
方

貸
方

使
途

源
泉

土
地

3
,
3
3
9
,
7
4
3
,
5
5
0

3
,
3
3
9
,
7
4
3
,
5
5
0

N

建
物

1
,
7
6
2
,
0
2
7
,
2
2
4

1
,
8
0
8
,
5
0
2
,
0
3
3

4
6
,
4
7
4
,
8
0
9

A
,
P

7
5
,
8
9
3
,
3
7
6

O
2
9
,
4
1
8
,
5
6
7

構
築
物

3
2
,
6
7
5
,
5
4
1
,
8
5
7

3
3
,
2
0
2
,
6
9
3
,
7
4
9

5
2
7
,
1
5
1
,
8
9
2

A
,
C

9
4
0
,
2
3
5
,
4
9
5

1
,
8
9
0
,
9
8
3

E
4
1
1
,
1
9
2
,
6
2
0

機
械
及
び
装
置

2
,
6
2
0
,
9
0
2
,
7
1
0

2
,
5
8
6
,
4
5
9
,
3
9
9

3
4
,
4
4
3
,
3
1
1

A
,
D

3
6
2
,
2
9
1
,
4
0
3

1
5
,
5
5
5
,
9
7
1

F
3
8
1
,
1
7
8
,
7
4
3

車
両
運
搬
具

1
,
1
3
0
,
9
7
2

1
,
5
1
3
,
9
3
8

3
8
2
,
9
6
6

A
,
Q

3
8
2
,
9
6
6

工
具
、
器
具
及
び
備
品

5
,
3
3
2
,
3
6
2

4
,
4
4
7
,
6
6
1

8
8
4
,
7
0
1

A
,
M

1
,
2
6
8
,
8
7
8

Ｌ
2
,
1
5
3
,
5
7
9

建
設
仮
勘
定

4
7
8
,
1
0
2
,
7
0
5

4
2
6
,
2
0
5
,
8
4
6

5
1
,
8
9
6
,
8
5
9

G
8
2
0
,
8
0
6
,
5
0
9

8
7
2
,
7
0
3
,
3
6
8

そ
の
他
無
形
固
定
資
産

1
,
1
8
5
,
5
6
0

1
,
6
3
8
,
0
8
0

4
5
2
,
5
2
0

B
4
5
2
,
5
2
0

流
動
資
産

3
7
9
,
7
2
5
,
2
4
7

7
0
7
,
9
5
9
,
1
2
8

3
2
8
,
2
3
3
,
8
8
1

2
,
6
8
4
,
8
8
1

流
動
負
債
（
企
業
債
）

1
,
6
3
6
,
2
8
8
,
2
8
7

1
,
5
4
8
,
1
2
5
,
1
5
9

8
8
,
1
6
3
,
1
2
8

H
1
,
6
3
6
,
2
8
8
,
2
8
7

1
,
5
4
8
,
1
2
5
,
1
5
9

I

流
動
負
債
（
未
払
金
）

1
7
1
,
6
1
4
,
7
8
6

5
0
2
,
5
3
3
,
5
4
8

3
3
0
,
9
1
8
,
7
6
2

引
当
金

7
,
6
1
3
,
6
3
9

7
,
6
4
8
,
8
7
6

3
5
,
2
3
7

J
3
5
,
2
3
7

固
定
負
債
（
企
業
債
）

2
3
,
6
2
1
,
0
1
8
,
2
0
3

2
4
,
1
5
0
,
5
0
6
,
4
9
0

5
2
9
,
4
8
8
,
2
8
7

1
,
6
3
6
,
2
8
8
,
2
8
7

H
1
,
1
0
6
,
8
0
0
,
0
0
0

繰
延
収
益

1
5
,
5
2
4
,
1
4
3
,
3
3
5

1
5
,
5
4
1
,
4
2
1
,
1
9
1

1
7
,
2
7
7
,
8
5
6

5
6
9
,
0
7
4
,
2
9
8

K
5
5
1
,
7
9
6
,
4
4
2

自
己
資
本

2
,
0
4
5
,
7
8
0
,
6
1
9

2
,
0
4
5
,
7
8
0
,
6
1
9

受
贈
財
産
評
価
額

5
6
,
6
3
1

5
6
,
6
3
1

国
県
補
助
金

6
1
,
7
8
1
,
0
0
0

6
1
,
7
8
1
,
0
0
0

他
会
計
補
助
金

受
益
者
分
担
金
等

そ
の
他
資
本
剰
余
金

利
益
剰
余
金
：
当
年
度
純
利
益

△
 
1
,
8
0
4
,
6
0
4
,
3
1
3

△
 
1
,
7
7
8
,
6
9
0
,
1
3
0

2
5
,
9
1
4
,
1
8
3

2
5
,
9
1
4
,
1
8
3

建
設
改
良
積
立
金

有
形
固
定
資
産
減
価
償
却
費

1
,
3
5
7
,
6
8
5
,
5
4
7

A
1
,
3
5
7
,
6
8
5
,
5
4
7

無
形
固
定
資
産
減
価
償
却
費

4
5
2
,
5
2
0

B
4
5
2
,
5
2
0

土
地
の
売
却

N

建
物
の
売
却

O
P

構
築
物
の
除
却

E
1
,
8
9
0
,
9
8
3

4
,
6
5
2
,
2
7
0

C
2
,
7
6
1
,
2
8
7

機
械
及
び
装
置
除
却

F
1
5
,
5
5
5
,
9
7
1

1
7
,
7
3
4
,
3
0
1

D
2
,
1
7
8
,
3
3
0

車
両
運
搬
具
の
除
却

Q

工
具
及
び
備
品
の
除
却

Ｌ
M

建
設
仮
勘
定
の
振
替

8
2
0
,
8
0
6
,
5
0
9

G
8
2
0
,
8
0
6
,
5
0
9

引
当
金
繰
入

J
7
,
6
4
8
,
8
7
6

7
,
6
1
3
,
6
3
9

J
3
5
,
2
3
7

一
般
会
計
出
資
金

企
業
債
償
還
金

I
1
,
5
4
8
,
1
2
5
,
1
5
9

1
,
5
4
8
,
1
2
5
,
1
5
9

長
期
前
受
金
戻
入

K
5
6
9
,
0
7
4
,
2
9
8

5
6
9
,
0
7
4
,
2
9
8

合
計

8
2
,
5
2
7
,
3
8
4
,
3
7
4

8
4
,
1
5
8
,
3
2
6
,
7
6
8

9
9
0
,
8
5
9
,
1
9
6

9
9
0
,
8
5
9
,
1
9
6

5
,
9
7
9
,
9
1
4
,
7
2
1

5
,
9
7
9
,
9
1
4
,
7
2
1

3
,
8
4
2
,
4
8
0
,
6
3
5

3
,
8
4
2
,
4
8
0
,
6
3
5

資
　
　
　
金

備
考

借
方

貸
方

科
　
　
　
　
目

貸
借

対
照

表
差
　
　
　
　
引

修
　
　
　
　
正

資
金

運
用

精
算

表
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